
新潟市における人口減少の現状・課題と対策

（１） 新潟市における人口減少の現状と課題
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（グラフ1） 新潟市の自然動態と社会動態の推移

・令和5年新潟県人口移動調査によると、新潟市の人口は1年間で6,329人減少した
うち自然動態による減少が6,110人を占め、減少幅は年々拡大している

出典:新潟県人口移動調査結果報告（前年10月1日～当該年9月30日）
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（グラフ2） 新潟市の自然動態の推移

・２０２３年は死亡数が１万人を上回った
・出生数の減少と相まって自然動態の減少幅は年々拡大している

出典:新潟県人口移動調査結果報告（前年10月1日～当該年9月30日）
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出典:新潟県人口移動調査結果報告（前年10月1日～当該年9月30日）

出典:新潟県人口移動調査結果報告（前年10月1日～当該年9月30日）
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東北 71 172 50 233 280 149 241 208 237 347

北関東 ▲ 14 10 ▲ 83 ▲ 45 ▲ 95 ▲ 47 ▲ 148 ▲ 94 35 ▲ 40

東京圏 ▲ 1,946 ▲ 1,990 ▲ 2,198 ▲ 2,236 ▲ 2,446 ▲ 2,612 ▲ 1,754 ▲ 1,740 ▲ 2,154 ▲ 2,334

中部 ▲ 113 34 ▲ 151 ▲ 181 14 156 122 ▲ 39 ▲ 181 ▲ 130

近畿 ▲ 116 ▲ 122 ▲ 114 ▲ 169 ▲ 189 ▲ 191 ▲ 124 ▲ 131 ▲ 200 ▲ 164

その他 104 259 197 144 181 71 ▲ 268 ▲ 358 172 465

県内 1,865 2,206 1,921 1,875 2,029 2,235 2,124 1,532 1,669 1,663

合計 ▲ 139 542 ▲ 325 ▲ 412 ▲ 208 ▲ 288 125 ▲ 678 ▲ 469 ▲ 208

（グラフ３） 新潟市の社会動態（地域ブロック別転出入数）の推移

・東京圏への転出超過数がコロナ禍を経て再び拡大傾向にある
・「その他」からの転入超過が拡大している（主に「国外」からの転入超過が寄与）
・県内からの転入超過はコロナ禍前の水準には戻っていない

（注）社会動態にはその他移動（職権消除等）も含むため、地域ブロック別転出入数の和は社会動態と必ずしも一致しない

（グラフ４） ２０２３年の新潟市の社会動態（年齢別・理由別転出入数）

・例年同様、職業を理由とした20～24歳の転出超過が多い
・引越し手続オンラインサービスの利用が増えており移動理由の把握が困難になっている

20～24歳の
職業を理由とした
転出超過数
合計 ▲672人

※マイナポータルの引越し手続オンラインサービスを
利用して転出手続を行った場合は、移動理由の調
査ができないため「その他」に計上される

新潟市における人口減少の現状・課題と対策
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出典:内閣府 地域少子化・働き方指標（第5版）

（グラフ５） 全国・新潟県・新潟市の合計特殊出生率及び新潟市の出生数・婚姻件数の推移

・本市の合計特殊出生率は、以前は全国の値を下回っていたが近年は全国と差がなくなっている
・若い世代の人口が減少していることや、コロナ禍を経て婚姻件数が減少傾向にあることから、
今後も出生数は減少が見込まれる

（参考） 出生率に影響を及ぼす諸要因

・合計特殊出生率は大きく以下の二つの要素に分けて分析される
①結婚した方がどれくらいいるか（未婚率または有配偶率）
②結婚した方がどれくらい子どもをもつか（有配偶出生率）

出典：厚生労働省 人口動態統計（確定数）の概況 / 新潟県 保健福祉年報
2023年のみ 厚生労働省 令和5年(2023)人口動態統計月報年計（概数）の概況

※新潟市の合計特殊出生率は例年９月頃に県の人口動態統計で公表される

新潟市における人口減少の現状・課題と対策
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（２） 新潟市における人口減少対策 （新潟市総合計画２０３０）

① 人口減少対策の二つのポイント （総合計画P26）
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2040年までに2.07

社会動態均衡

市独自の
ベース推計

2020年国勢調査から純移動率を算出
社会動態の傾向が今後も一定で推移

2020年は国勢調査結果
2025年時点において社会動態均衡

現状維持　1.34
(2013年～2017年平均)

転出超過の解消や合計特殊
出生率の向上により、人口の
減少ペースを和らげ、将来推
計人口のカーブを上向きに
押し上げる

人口減少・少子高齢化の進行
がもたらす経済的・社会的影
響（労働力不足など）を踏ま
えて、人口減少社会に適応す
るまちづくりを進める

人口減少を和らげる

人口減少社会に適応する

合計特殊出生率社会動態

（例） 職業を理由とした
県外との転出入数

大学等新規学卒者
の県内就職率

② 成果指標を意識した政策・施策の推進 （総合計画P66）

総合指標

政策指標

（例） 婚姻件数

夫婦が実際にもつ
予定の子どもの人数

③ 令和６年度の具体的な取組

総合計画は人口減少対策
を中心とした体系

成果指標の目標達成に
向けて、それぞれの部署
が政策・施策を推進

社会動態

関連

合計特殊
出生率

関連

（取組例）
新潟暮らしの魅力発信
経済団体や地元大学と連携した市内就労の促進
移住支援金を活用した移住・定住の促進
サテライトオフィスを活用した企業誘致の促進

（取組例）
民間事業者と連携した出会いの場の創出
（新潟市婚活支援ネットワーク）
産婦健康診査の助成や産後ケアの拡充による
精神的・経済的負担の軽減
「にいがたっ子すこやかパスポート」の対象年齢拡大

出典：新潟市独自推計

新潟市における人口減少の現状・課題と対策

先輩移住者を交えた
移住セミナー
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新潟市における人口減少の現状・課題と対策

人口減少の要因は複雑に絡み合っており、特定の施策によって状況が大きく改善するものではない
ため、あらゆる施策を総動員して、点ではなく面として対応する必要がある

総合計画の「重点戦略」を中心に、各分野の政策・施策を一体的に推進する

④ 重点戦略を中心とした施策の総動員 （総合計画P100）
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